
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

％

別　紙

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

421,694,701                                                              

うち、先駆的事業 -                       

2,139,571         

3,116,066           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

-                       -                    

165,672,900     

8,860,000           

-                       

6,932,083           

18,837,180         67,379,000         

2,139,571           

事業名（事業メニュー） 都道府県 市町村 合計

-                       6,340,000           6,340,000         

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

165,672,900                                                              

52,069,000         59,001,083       

11,976,066       

-                       -                    

165,672,900                                                              

合計

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

505,240,035                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

33                    33                                                                  

33                                                                  

％ ％

33                    ％

86,216,180       

31,024,900       134,648,000     

-                       -                       

83,545,334                                                               

-                    

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

108,513,818

管内市町村 25

68

人

管内市町村 48,650

611

83

対象人員数
（報酬引上げ）

9

県 10

人日

追加的総業務量（総時間）

6,932,083

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

1

人日

事業実施自治体

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

法人募集型

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

5,972,000 77,511,634 81,224,000 14,701,000 11,842,000 

交付金等対象経費

14,701,000 

788,000 60,000 686,896 12,720

31,978,000 5,111,000 11,842,000 2,250,000 31,221,243 4,733,310

2,097,000 2,044,000 2,158,563 2,139,571

41,835,000 7,125,000 880,000 39,513,327 6,050,482 881,601

521,000 202,895

4,005,000 361,000 2,842,000 3,728,710 1,764,917

交付金等対象経費

事例検討会、レベルアップ研修の開催

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費

消費者庁創設に伴い増大した業務に対応して整備した相談体制等
の維持に要する費用、九州豪雨災害に係る夜間相談電話開設に要
する費用

巡回相談、消費者教育市町村支援事業、消費者教育人材育成研修
の実施

若年者向け啓発講座の実施、学校職員向け講座等の実施、高齢者
向け啓発事業、消費者安全確保地域協議会の設置、協議会設置促
進に係る研修実施、高校生巣立ち応援事業、特別支援学校向け消
費者教育事業、大学等との連携事業、学校指導用教材作成、消費生
活サポーター育成事業、悪質事業者被害防止事業　等

悪質事業者に対する法執行・指導の強化

11,842,000

11,842,000 4,481,900 

2,249,150

1,351,149

事業経費

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

事業強化・機能強化の成果

○若年者の被害防止のため、教育機関と連携し、県内の高校生・大学生・専門学校生を
対象に啓発講座を開催
○小学生・中学生・高校生に対する消費者教育の進め方について、教員向け講座を開催
○大学・専門学校職員向け啓発講座を開催
○高齢者の悪質商法被害防止のため、啓発パンフレットや啓発講座教材を作成・配布
○消費者安全確保地域協議会の開催及び安全確保地域協議会設置促進に係る研修会
の実施
○高校生3年生及びその保護者を対象に消費者トラブル未然防止に係る実践授業等を実
施
○特別支援学校と連携した障害者の悪質商法被害の未然防止に係る授業等を実施
○大学等において消費者トラブル未然防止等に関する啓発その他の自主的な取組を実
施しようとするサークル、ゼミ等の自主活動団体に対し、アドバイザーを派遣し、啓発に関
するアドバイスや講座等を実施及び消費者教育に係る学校指導用教材・カリキュラムの作
成
○地域や職場等の場で消費者教育を推進するため、消費者教育を担う人材（消費生活サ
ポーター）を育成する講座を実施（県内８カ所）し、前年度の
　講座受講者に対してはフォローアップ研修を実施
○悪質事業者による消費者被害防止のため、押収名簿搭載者等への啓発【県警】

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

○事例検討会の開催
　弁護士を招き県内の相談員及び相談担当者を対象に年１２回実施
○レベルアップ研修の実施
・県内の消費者行政担当職員を対象に相談業務に必要な基礎的知識について研修を行
う
・県内の相談業務担当者を対象に第一線で活躍する弁護士等を講師に迎え専門研修を
行う
・県内の相談員及び消費者行政担当者を対象に相談対応の技法について実習を含めた
研修を行う

○経験豊富な相談員が管内市町村を巡回し、当該市町村の相談担当職員に対して助言・
指導を行う。（１３市町村１２回）
○消費者教育を実施する市町村に対し、適切な教材や講師を選択、調整等を行い、消費
者教育に係る市町村支援を実施
○市町村が実施する消費者教育を担う人材を育成、資質の向上を行うための研修を実施

○悪質事業者に対する法執行･指導強化のために、嘱託職員の研修参加及び消費者聴
取の実施

○悪質事業者に対する法執行・指導強化のため、嘱託職員１名を配置
○消費者庁創設に伴い増加する業務を円滑に実施するため、ＰＩＯ－ＮＥＴ入力時間の短
縮、事業者指導・法執行機能強化等に対応
○あっせんを要する事案の増加のため、消費生活相談員によるあっせんの強化を図る
〇九州豪雨災害に係る消費生活相談に対応するため、夜間における電話相談を開設

非常勤職員の報酬、社会保険料、常勤職員の時間外勤務手当

啓発講座講師謝金・旅費、講座教材等の制作費、大学生向け啓発事業講師謝金・旅費等、高校生巣立ち応援事業及び
特別支援学校向け消費者教育推進事業委託料、消費者安全確保地域協議会謝金・旅費、消費生活サポーター事業委
託料、悪質事業者被害防止係る経費【県警】　等

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

法執行担当職員の費用弁償　等

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

講師謝金・旅費、研修資料代、研修委託料　等

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 相談員の費用弁償、啓発講座教材等製作費、研修委託料　等

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

人

事業計画

人日

人日

年間研修総日数
自治体参加型

参加希望者数 参加者数

実績

人

人

人日

法人募集型

実施形態

実地研修受入希望人数

人

年間研修総日数

研修参加・受入要望 研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

71,574,000 

北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、田川市、柳川市、八女市、筑後
市、大川市、行橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太
宰府市、古賀市、福津市、うきは市、みやま市、糸島市、那珂川町、志免町、芦屋町、遠賀
町、筑前町、広川町、添田町、川崎町、福智町、吉富町、築上町

北九州市、筑後市、太宰府市、遠賀町

事業経費
基金

（交付金相当分）

基金
（交付金相当分）

交付金等対象経費

4,765,000

事業の実績

交付金等対象経費

福岡市、飯塚市、柳川市、行橋市、大野城市、古賀市、志免町、新宮町、久山町、芦屋町、
鞍手町、東峰村、上毛町

北九州市、福岡市、大牟田市、飯塚市、八女市、行橋市、筑紫野市、宗像市、志免町、水巻
町

29年度
本予算

事業経費

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

4,934,9404,777,000

1,639,143 1,575,0001,785,000

346,520 346,00015,000

71,590,000 57,190,000 5,868,000 57,190,000 6,862,000 

2,646,000 5,868,000

192,699,498 193,990,000 

福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、八女市、大川市、行橋市、豊前市、中間
市、春日市、宗像市、太宰府市、福津市、うきは市、宮若市、糸島市、宇美町、篠栗町、志免
町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、芦屋町、水巻町、岡垣町、小竹町、鞍手町、筑前
町、大刀洗町、広川町、香春町、添田町、川崎町、大任町、苅田町、みやこ町、吉富町、築
上町

4,947,000

6,736,728

北九州市

27,522,000108,497,618

61,457,000

2,172,000

24,628,000 27,691,000

29,668,00030,945,00029,499,000

6,847,000

69,000 69,000

24,547,000

69,200

31,019,000

347,000

61,573,150

332,000

8,902,199

1,867,000

実施市町村

9,301,000

北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、田川市、柳川市、八女市、筑後
市、大川市、行橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太
宰府市、古賀市、福津市、うきは市、宮若市、朝倉市、糸島市、那珂川町、宇美町、篠栗町、
志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町、筑
前町、東峰村、大刀洗町、広川町、香春町、添田町、川崎町、福智町、苅田町、みやこ町、
吉富町、上毛町、築上町

事業名（事業メニュー）

109,186,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、田川市、柳川市、八女市、筑後市、大川
市、行橋市、豊前市、中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、古賀市、
福津市、朝倉市、糸島市、那珂川町、志免町、新宮町、久山町、芦屋町、水巻町、岡垣町、
遠賀町、筑前町、東峰村、福智町、吉富町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

6,697,000

69,000

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

6,816,000 6,792,000



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

5,868,000                       

交付金相当分

うち管内の市町村合計

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

円

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

円

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

事業強化・機能強化の成果の概要

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

円

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

10,349,900                     155,323,000           

128,780,000           

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

4,481,900                       

円

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり

26,543,000            円

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

　　　別添「市町村実績報告様式」のとおり



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

6,331,000 円 0

円 円

333,401,765     

1,253,519        

円

円

円

円

339,567,135        

339,567,135         

-                        円

円

165,672,900         

1,563,263            

人

円

人

6,331,000        

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

円

174,003,380     

うち先駆的事業

円

507,405,145     

うち先駆的事業

287,046,701        

人

円

-                       

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％

うち交付金等対象外経費

52,520,434         

-8,866,100        

円

499,871            

-6,676,400        

円

148,186,628       

-                     

-8,719,797        

-6,331,000        

うち交付金等対象経費

円円

31,024,900           円

対前年度差

32.8

うち管内市町村

円

円146,303            

円

円

-2,165,110        

円

円

％

6,165,370         

円

3,294,085         

円

-6,331,000        

％

円

円

-37,701,300       

52,063

134,648,000         

309,744            

-190,127          

6,019,067         

37.1

円

6,554,687         

円

円

円

円

円円

2,262,234         

円

円

円

-8,330,480        

535,620            

1,511,200

円

92,265,131      

5,900,232

39,891,000

①都道府県の消費者行政決算見込み額

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 281,027,634

31.9

円

うち都道府県

242,190

うち都道府県

51,795,09849,532,864 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

1,031,851         

83,545,334           

うち交付金等対象外経費

前年度平成２０年度

90,221,734

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

1,011,329 円 円

円円

90,221,734         

273,508,073        

円

円

円 52,520,434

円

52,374,131円

415,140,014     421,694,701         円 円

対平成２０年度差

円

今年度

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

505,240,035         

円

円円134,112,380

273,508,073

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 363,729,807        

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

55,433,096      

円円

円

363,729,807        

58,727,181           

287,046,701

-24,162,672       

6,932,083

円

円

円

円

141,510,228       

13,538,628        



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

人

16,143,276                           

人

人

相談員総数 13

前年度末 今年度末実績

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

相談員総数 13

相談員総数

円

円

相談員総数消費生活相談員の配置 13

5,125                                   

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末 人

人 今年度末実績相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

人

今年度末実績 相談員総数 13

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数内の相談員

10,349,900                           

設置当初の基金残高（交付金相当分） 600,000,000                          

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

5,798,501                             

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談補助員を雇用し、相談員の負担を軽減（太宰府市）、弁護士による事例相談指導、参考資料購入（志免町）④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

③就労環境の向上 ○
パソコンを相談員全員に配布（久留米市）、傷害保険の付与（豊前市）、有給休暇の付与（中間市、遠賀町）、相談受付時間の他に事務処理及び引継に係る時間を設けた（太宰府市）、有給
休暇日数の増加（筑前町）

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 106

研修参加支援（北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、田川市、柳川市、八女市、筑後市、豊前市、中間市、小郡市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、糸島市、那珂川
町、志免町、遠賀町）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 117前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

報酬増額（直方市、筑後市、中間市、小郡市、太宰府市、遠賀町）、期末特別賃金の支給（八女市）

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

47うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 46前年度末

人 今年度末実績相談員総数 50

今年度末実績

人相談員総数

21 人

相談員総数35 人

24人


